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四半期報告書の訂正報告書 
 

１ 本書は四半期報告書を金融商品取引法第27条の30の２に規定する開示用

電子情報処理組織(EDINET)を使用し提出したデータに頁を付して出力・印

刷したものであります。 

２ 本書には、上記の方法により提出した四半期報告書の訂正報告書に添付

された四半期レビュー報告書及び上記の四半期報告書の訂正報告書と同時

に提出した確認書を末尾に綴じ込んでおります。 
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平成25年11月、顧客である医療機関から、医療機関の所有する医療機器の保守点検作業につき当社従業

員が作成した修理点検報告書に関する確認があり、報告書の内容に関して疑義があったため、社内調査チ

ームを設置し調査を実施してまいりました。その結果、当社従業員は、当該医療機関が所有する医療機器

の保守点検作業を行う際、虚偽の報告を行い、その報告に基づき過大な売上計上を６年以上前から繰り返

していた事実が確認できたため、平成25年12月25日、当社従業員による不正行為が判明した旨を開示する

とともに、社外の弁護士・公認会計士を含めた調査委員会を設立し、社内調査チームの調査結果の網羅性

と正確性の検証に加え、追加調査を実施することといたしました。 

同日以降、調査委員会は証憑書類や取引データの精査、関係者へのヒアリングやその他実施可能な方法

により、当該不正行為に関して調査を実施し、平成26年２月12日、当社は調査委員会より調査結果を記載

した調査報告書を受領いたしました。 

平成26年２月12日付の調査委員会による調査報告書における指摘を受け、過去に提出いたしました有価

証券報告書等に記載されている連結財務諸表及び財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正することと

いたしました。 

調査委員会による調査により、平成18年２月より当社元従業員２名及び当社従業員１名により、顧客で

ある医療機関が所有する医療機器の修理・点検作業等について、虚偽の報告を行い、その報告に基づき架

空及び過大な売上計上及び代金の請求を繰り返していたことが判明いたしました。  

当該取引に関連する「売上高」及び「売掛金」については、実態を伴わず、正規な取引とは認められな

いため取消しを行うと共に、当該取引に関する回収済み代金については、正当な請求代金とは認められな

いため、当該医療機関への返還債務として、「未払金」として計上いたしました。関連する「売上原価」

については、通常の正規な売上高に対応するものとは認められないため、「不正関連損失」に振替えまし

た。また、その他必要と認められる修正を行いました。 

これらの決算訂正により、当社が平成24年４月13日付で提出いたしました第64期第３四半期（自 平成

23年12月１日 至 平成24年２月29日）四半期報告書の記載事項の一部を訂正する必要が生じましたの

で、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出するもので

あります。 

訂正後の四半期連結財務諸表については、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受けてお

り、その四半期レビュー報告書を添付しております。 

なお、四半期連結財務諸表の記載内容に係る訂正箇所についてはXBRLの修正も行いましたので、併せて

修正後のXBRLデータ一式（表示情報ファイルを含む）を提出いたします。 

  

１ 【四半期報告書の訂正報告書の提出理由】

１．訂正の経緯

２．会計処理
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訂正箇所は  を付して表示しております。 

  

２ 【訂正事項】

第一部 企業情報

第１ 企業の概況

１ 主要な経営指標等の推移

第２ 事業の状況

３ 財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析

第４ 経理の状況

１ 四半期連結財務諸表

四半期レビュー報告書

３ 【訂正箇所】
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(注) １ 当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載し

ておりません。 

２ 売上高には、消費税等は含まれておりません。 

３ 第63期第３四半期連結累計期間及び第63期の潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益については、

１株当たり四半期（当期）純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。第64期第

３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益については、潜在株式が存在しないため記

載しておりません。 

４ 第63期第３四半期連結累計期間の四半期包括利益の算定にあたり、「包括利益の表示に関する会計基準」

（企業会計基準第25号 平成22年６月30日）を適用し、遡及処理しております。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループ（当社及び当社の関係会社）において営まれている

事業の内容に重要な変更はありません。 

また、主要な関係会社についても異動はありません。 

第一部 【企業情報】

第１ 【企業の概況】

１ 【主要な経営指標等の推移】

回次
第63期

第３四半期
連結累計期間

第64期
第３四半期
連結累計期間

第63期

会計期間
自  平成22年６月１日

至  平成23年２月28日

自  平成23年６月１日

至  平成24年２月29日

自  平成22年６月１日

至  平成23年５月31日

売上高 （千円） 27,460,891 30,866,436 40,059,182

経常利益又は経常損失（△） （千円） △127,781 231,436 179,112

四半期純利益又は 
四半期（当期）純損失（△）

（千円） △491,369 74,508 △300,112

四半期包括利益又は包括利益 （千円） △486,106 40,633 △287,289

純資産額 （千円） 4,579,565 4,792,647 4,777,535

総資産額 （千円） 12,849,385 13,998,273 15,369,556

１株当たり四半期純利益金額又は 
四半期（当期）純損失金額（△）

（円） △192.53 29.19 △117.59

潜在株式調整後１株当たり
四半期（当期）純利益金額

（円） － － －

自己資本比率 （％） 35.6 34.2 31.1
 

回次
第63期

第３四半期
連結会計期間

第64期
第３四半期
連結会計期間

会計期間
自  平成22年12月１日

至  平成23年２月28日

自  平成23年12月１日

至  平成24年２月29日

１株当たり四半期純損失金額（△） （円） △45.33 △10.55
 

２ 【事業の内容】
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当第３四半期連結累計期間における、当四半期報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事

項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある事項の発生、または前事業年度の有価証券報

告書に記載した「事業等のリスク」についての重要な変更はありません。 

なお、重要事象等は存在しておりません。 

  

当第３四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等は行われておりません。 

  

文中の将来に関する事項は、当第３四半期連結会計期間の末日現在において当社グループが判断したも

のであります。 

当第３四半期連結累計期間におけるわが国経済は、東日本大震災の影響から徐々に回復の動きが見ら

れた一方、電力供給の制約や原発事故の影響に加え、欧州の政府債務危機問題を背景とする海外経済の

減速や円高の長期化等により生産や輸出が伸び悩み、引き続き不安定な状況で推移いたしました。 

医療業界におきましては、平成24年４月からの診療報酬改定内容が決定し、医療機関の機能分化と連

携を推し進めると共に、医療従事者の負担軽減や、救急・がん・認知症など重点分野への評価拡充及び

患者の視点に立った医療の実現等を目指すものとなっております。診療報酬改定率は前回に続きプラス

改定となったものの、薬価・材料部分はマイナスとなり、当社グループが属する医療機器販売業界にお

きましては、改定後の医療材料価格への影響によるさらなる販売競争の激化も予想されております。 

このような状況の下、当社グループでは、本年度を初年度とする中期経営計画に基づき、基盤事業の

安定的成長と生産性の向上を目指して、主要施策に取組んでおります。特に本年度は基盤事業強化のた

め提案型営業による主要顧客とのリレーション強化に取組み、ＳＰＤ（物品管理）契約施設の増加や医

療機器備品の売上増加等、各事業分野においてその効果が現れてきております。また仕入先メーカーと

連携した商品戦略の強化や商品物流の効率化、さらに子会社における整形事業の展開加速によるグルー

プ戦略の強化等に重点的に取組んでおります。 

この結果、当第３四半期連結累計期間における売上高は308億66百万円（前年同四半期比12.4％増）

となり、利益面につきましては、売上増加に伴う売上総利益の増加、支払手数料等の経費削減により営

業利益は１億84百万円（前年同四半期は１億79百万円の営業損失）、経常利益は２億31百万円（前年同

四半期は１億27百万円の経常損失）、四半期純利益は74百万円（前年同四半期は４億91百万円の四半期

純損失）となりました。 

第２ 【事業の状況】

１ 【事業等のリスク】

２ 【経営上の重要な契約等】

３ 【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】

(1) 業績の状況
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セグメントごとの業績は次のとおりであります。 

①医療機器販売業 

医療機器販売業のうち一般機器分野では、基幹医療機関における設備投資案件や医療機器更新需要の

増加に伴い、画像診断・検査システムや超音波診断装置等の医療機器備品および理化学機器等の売上増

加により56億７百万円（前年同四半期比24.3％増）となりました。一般消耗品分野では、ＳＰＤ契約施

設の増加等に伴う医療機器消耗品や、整形消耗品の売上増加により155億11百万円（前年同四半期比

9.5％増）となりました。低侵襲治療分野では、電子内視鏡システム等の内視鏡備品や内視鏡処置用医

療材料（ＩＶＥ）および心臓循環器消耗品等の売上増加により68億88百万円（前年同四半期比13.2％

増）となりました。メディカルサービス分野では、医療ガス設備工事の増加や、ＣＴ(コンピューター

断層撮影装置)やＭＲＩ(磁気共鳴画像装置)等の放射線機器等の売上増加により16億99百万円（前年同

四半期比8.0％増）となりました。医療情報分野では、画像ファイリングシステム等の画像診断機器等

の売上増加により９億59百万円（前年同四半期比3.0％増）となりました。この結果、医療機器販売業

の売上高は306億66百万円（前年同四半期比12.4％増）、セグメント利益は６億56百万円（前年同四半

期比138.9％増）となりました。 

  

②医療モール事業 

医療モール事業におきましては、主として賃料収入により売上高は27百万円（前年同四半期比18.2％

増）、セグメント損失は34百万円（前年同四半期は66百万円のセグメント損失）となりました。 

  

当第３四半期連結会計期間末における総資産は、主に現金及び預金の減少、受取手形及び売掛金の減

少等により前連結会計年度末に比べて13億71百万円減少し、139億98百万円となりました。流動資産は

106億63百万円となりました。固定資産は、投資その他の資産の減少等により33億34百万円になりまし

た。 

負債は、支払手形及び買掛金の減少等により、前連結会計年度末に比べて13億86百万円減少し、92億

５百万円となりました。また、純資産は前連結会計年度末に比べて15百万円増加し、47億92百万円とな

り、自己資本比率は34.2％となりました。 

  

当第３四半期連結累計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に変更及び

新たに生じた課題はありません。 

  

該当事項はありません。 

(2) 財政状態の分析

(3) 事業上及び財務上の対処すべき課題

(4) 研究開発活動
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該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

  

  

該当事項はありません。 

  

  

第３ 【提出会社の状況】

１ 【株式等の状況】

(1) 【株式の総数等】

① 【株式の総数】

種類 発行可能株式総数(株)

普通株式 8,000,000

計 8,000,000
 

② 【発行済株式】

種類
第３四半期会計期間末

現在発行数(株)
(平成24年２月29日)

提出日現在発行数(株)
(平成24年４月13日)

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品

取引業協会名
内容

普通株式 2,553,000 2,553,000
東京証券取引所
（市場第一部）

単元株式数
100株

計 2,553,000 2,553,000 － －
 

(2) 【新株予約権等の状況】

(3) 【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】

(4) 【ライツプランの内容】

(5) 【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日
発行済株式
総数増減数

(株)

発行済株式
総数残高
(株)

資本金増減額
(千円)

資本金残高
(千円)

資本準備金
増減額
(千円)

資本準備金
残高
(千円)

平成23年12月１日～

平成24年２月29日
― 2,553,000 ― 494,025 ― 627,605
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当四半期会計期間は第３四半期会計期間であるため、記載事項はありません。 

  

当第３四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できない

ため、記載することができないことから、直前の基準日（平成23年11月30日）に基づく株主名簿による

記載をしております。 

平成23年11月30日現在 

(注)「単元未満株式」欄の普通株式には、自己株式90株が含まれております。 

  

平成23年11月30日現在 

  

前事業年度の有価証券報告書提出日後、当第３四半期累計期間における役員の異動はありません。 

(6) 【大株主の状況】

(7) 【議決権の状況】

① 【発行済株式】

区分 株式数(株) 議決権の数(個) 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等）
（自己保有株式）

普通株式
800 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 2,551,400 25,514 －

単元未満株式 普通株式 800 － －

発行済株式総数 2,553,000 － －

総株主の議決権 － 25,514 －
 

②  【自己株式等】

所有者の氏名

又は名称
所有者の住所

自己名義所有

株式数(株)

他人名義所有

株式数(株)

所有株式数

の合計(株)

発行済株式総数
に対する所有株
式数の割合(％)

(自己保有株式)
山下医科器械
株式会社

長崎県佐世保市湊町３番13号 800 － 800 0.03

計 － 800 － 800 0.03
 

２ 【役員の状況】
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当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成

19年内閣府令第64号）に基づいて作成しております。 

  

当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、第３四半期連結会計期間（平成23年12月

１日から平成24年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年６月１日から平成24年２月29日

まで）に係る四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人による四半期レビューを受けてお

ります。 

また、金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき、四半期報告書の訂正報告書を提出してお

りますが、訂正後の四半期連結財務諸表について、有限責任 あずさ監査法人により四半期レビューを受

けております。 

第４ 【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

２．監査証明について
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１ 【四半期連結財務諸表】
(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 1,707,061 1,146,531

受取手形及び売掛金 7,646,241 6,913,358

有価証券 500,000 600,000

商品 1,669,958 1,722,651

その他 ※ 369,240 ※ 291,037

貸倒引当金 △10,205 △9,805

流動資産合計 11,882,296 10,663,772

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 2,173,277 2,173,410

減価償却累計額 △1,003,473 △1,066,444

建物及び構築物（純額） 1,169,803 1,106,966

土地 1,474,493 1,474,493

その他 545,918 575,967

減価償却累計額 △435,619 △472,229

その他（純額） 110,298 103,737

有形固定資産合計 2,754,596 2,685,198

無形固定資産 123,789 97,604

投資その他の資産 608,874 551,697

固定資産合計 3,487,259 3,334,500

資産合計 15,369,556 13,998,273

負債の部

流動負債

支払手形及び買掛金 9,470,616 8,178,316

未払法人税等 13,877 887

賞与引当金 271,967 143,923

その他 ※ 558,440 ※ 595,836

流動負債合計 10,314,901 8,918,963

固定負債

退職給付引当金 93,905 4,225

資産除去債務 52,770 51,479

その他 130,443 230,956

固定負債合計 277,119 286,661

負債合計 10,592,021 9,205,625
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(単位：千円)

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

純資産の部

株主資本

資本金 494,025 494,025

資本剰余金 627,605 627,605

利益剰余金 3,535,098 3,584,085

自己株式 △971 △971

株主資本合計 4,655,757 4,704,744

その他の包括利益累計額

その他有価証券評価差額金 120,089 86,009

その他の包括利益累計額合計 120,089 86,009

少数株主持分 1,688 1,894

純資産合計 4,777,535 4,792,647

負債純資産合計 15,369,556 13,998,273
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(2) 【四半期連結損益計算書及び四半期連結包括利益計算書】
【四半期連結損益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
至 平成23年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
至 平成24年２月29日)

売上高 27,460,891 30,866,436

売上原価 24,067,380 27,114,762

売上総利益 3,393,511 3,751,674

販売費及び一般管理費 3,573,064 3,566,871

営業利益又は営業損失（△） △179,552 184,803

営業外収益

受取利息 1,757 1,623

受取配当金 2,387 1,903

仕入割引 38,103 39,304

受取手数料 9,215 7,939

その他 15,520 15,429

営業外収益合計 66,984 66,200

営業外費用

支払利息 1,711 1,830

不正関連損失 12,609 15,390

その他 892 2,346

営業外費用合計 15,213 19,567

経常利益又は経常損失（△） △127,781 231,436

特別利益

投資有価証券売却益 1,275 3,375

貸倒引当金戻入額 909 －

特別利益合計 2,184 3,375

特別損失

固定資産除却損 1,527 18

事務所移転費用 － 1,202

減損損失 ※１ 431,379 －

退職給付制度改定損 － 42,304

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 8,345 －

特別損失合計 441,253 43,525

税金等調整前四半期純利益又は税金等調整前四半期
純損失（△）

△566,849 191,287

法人税、住民税及び事業税 15,429 43,146

法人税等調整額 △92,539 73,426

法人税等合計 △77,110 116,573

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益
調整前四半期純損失（△）

△489,739 74,714

少数株主利益 1,629 205

四半期純利益又は四半期純損失（△） △491,369 74,508
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【四半期連結包括利益計算書】
【第３四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第３四半期連結累計期間
(自 平成22年６月１日
至 平成23年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自 平成23年６月１日
 至 平成24年２月29日)

少数株主損益調整前四半期純利益又は少数株主損益調
整前四半期純損失（△）

△489,739 74,714

その他の包括利益

その他有価証券評価差額金 3,633 △34,080

その他の包括利益合計 3,633 △34,080

四半期包括利益 △486,106 40,633

（内訳）

親会社株主に係る四半期包括利益 △487,735 40,427

少数株主に係る四半期包括利益 1,629 205
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当第３四半期連結会計期間（自 平成23年12月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

該当事項はありません。 

  

当第３四半期連結累計期間（自 平成23年６月１日 至 平成24年２月29日） 

（会計上の変更及び誤謬に関する会計基準等の適用） 

第１四半期連結会計期間の期首以降に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変

更及び誤謬の訂正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及

び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用

しております。 

（退職給付引当金） 

当社は平成23年12月１日付で確定給付年金制度の一部について確定拠出年金制度へ移行しました。この

移行に伴う会計処理については「退職給付制度間の移行等に関する会計処理」（企業会計基準適用指針第

１号）を適用しております。 

 本移行により、当第３四半期連結累計期間の特別損失として42,304千円を計上しております。 

(不正取引及び不適切な会計処理について) 

当社において、不正行為の疑いが生じたことから、社内調査チームを設置して調査を実施するとともに

社外の専門家を含めた調査委員会を設置し調査を進めてまいりました。 

その結果、過去に行われた取引の一部に関して不正行為及び不適切な会計処理が行われておりました。

(訂正報告書の提出について) 

「四半期報告書の訂正報告書の提出理由」に記載のとおり、当社の不適切な会計処理について、当社は

金融商品取引法第24条の４の７第４項の規定に基づき過去に提出いたしました四半期報告書に記載されて

いる四半期連結財務諸表に含まれる不適切な会計処理を訂正し、四半期報告書の訂正報告書を提出するこ

とを決定しました。 

  

【継続企業の前提に関する事項】

【連結の範囲又は持分法適用の範囲の変更】

【会計方針の変更等】

【四半期連結財務諸表の作成にあたり適用した特有の会計処理】

【追加情報】
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※  不正行為に関連して発生したものが以下のとおり含まれております。 

  

  

  

当第３四半期連結累計期間に係る四半期連結キャッシュ・フロー計算書は作成しておりません。なお、第

３四半期連結累計期間に係る減価償却費（無形固定資産に係る償却費を含む。）は、次のとおりでありま

す。 

  

  

【注記事項】

(四半期連結貸借対照表関係)

前連結会計年度
(平成23年５月31日)

当第３四半期連結会計期間
(平成24年２月29日)

流動資産

  その他

  未収入金 4,081千円 4,081千円

流動負債

 その他

  未払金 169,549千円 214,977千円
 

(四半期連結損益計算書関係)

前第３四半期連結累計期間

(自 平成22年６月１日

 至 平成23年２月28日)

当第３四半期連結累計期間

(自 平成23年６月１日

至 平成24年２月29日)

※１ 当第３四半期連結累計期間において、当社は以
下の資産グループについて、減損損失を計上いたしま
した。

場所 用途 種類 減損損失

東手城

ヘルスケアモール

(福山市東手城町)

賃貸用

不動産

建物及び

構築物
430,526千円

その他 853千円

計 431,379千円
 

当社グループは、事業用不動産については各事業
所を、賃貸用不動産および遊休不動産については各
物件を、資産グループとしております。

このうち、賃貸用不動産について、投資額の回収
が見込めなくなったため、帳簿価額を回収可能価額
まで減額し、当該減少額を減損損失として特別損失
に計上しております。

なお、当該資産グループの回収可能価額は、使用
価値によっており、割引率は3.7％として算定してお
ります。

──────

 

(四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係)

前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日
 至  平成23年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成24年２月29日)

減価償却費 160,204千円 143,812千円
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前第３四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成23年２月28日） 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

  

  

  

  

当第３四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日） 

１  配当金支払額 

  

２  基準日が当第３四半期連結累計期間に属する配当のうち、配当の効力発生日が当第３四半期連結会計期

間の末日後となるもの 

該当事項はありません。 

(株主資本等関係)

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成22年８月27日 
定時株主総会

普通株式 76,565 30 平成22年５月31日 平成22年８月30日 利益剰余金
 

決議 株式の種類
配当金の総額

(千円)
１株当たり
配当額(円)

基準日 効力発生日 配当の原資

平成23年８月26日 
定時株主総会

普通株式 25,521 10 平成23年５月31日 平成23年８月29日 利益剰余金
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Ⅰ 前第３四半期連結累計期間（自  平成22年６月１日  至  平成23年２月28日） 

  

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△415,306千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△417,432

千円、棚卸資産の調整額2,125千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業損失と調整を行っております。 

  

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

（固定資産に係る重要な減損損失） 

 医療モール事業において、収支計画の見直しを行った結果、減損損失を認識いたしました。なお、当該減

損損失の計上額は、当第３四半期連結累計期間において431,379千円であります。 

  

(セグメント情報等)

【セグメント情報】

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 27,138,797 23,363 27,162,161 298,730 － 27,460,891

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

132,962 － 132,962 242,427 △375,389 －

計 27,271,759 23,363 27,295,123 541,158 △375,389 27,460,891

セグメント利益又は
損失（△）

274,806 △66,077 208,729 27,024 △415,306 △179,552
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Ⅱ 当第３四半期連結累計期間（自  平成23年６月１日  至  平成24年２月29日） 

１.報告セグメントごとの売上高及び利益又は損失の金額に関する情報 

（単位：千円） 

(注)１ 「その他」の区分は、自社開発製品である整形外科用インプラントやプライベートブランド製品を製造・販売

しております。 

２ セグメント利益又は損失(△)の調整額△436,159千円には、各報告セグメントに配分しない全社費用△441,937

千円、棚卸資産の調整額5,777千円が含まれております。全社費用は、主に報告セグメントに帰属しない親会社

（提出会社）の管理部門等に係る費用であります。 

３ セグメント利益又は損失(△)は、四半期連結損益計算書の営業利益と調整を行っております。 

  

２.報告セグメントごとの固定資産の減損損失又はのれん等に関する情報 

該当事項はありません。 

  

報告セグメント その他 

(注)１
調整額 
(注)２

四半期連結
損益計算書 
計上額 
(注)３

医療機器 
販売業

医療モール
事業

計

 売上高

   外部顧客への売上高 30,473,632 27,609 30,501,241 365,194 － 30,866,436

  セグメント間の内部売上高
又は振替高

193,047 － 193,047 90,723 △283,770 －

計 30,666,679 27,609 30,694,289 455,917 △283,770 30,866,436

セグメント利益又は
損失（△）

656,483 △34,986 621,496 △533 △436,159 184,803
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１株当たり四半期純利益金額又は四半期純損失金額及び算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（注） 前第３四半期連結累計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、１株

当たり四半期純損失であり、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。当第３四半期連結累

計期間の潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額については、潜在株式が存在しないため、記載して

おりません。 

  

該当事項はありません。 

  

(１株当たり情報)

項目
前第３四半期連結累計期間
(自  平成22年６月１日
 至  平成23年２月28日)

当第３四半期連結累計期間
(自  平成23年６月１日
 至  平成24年２月29日)

１株当たり四半期純利益金額又は 
   四半期純損失金額（△）

△192.53円 29.19円

(算定上の基礎)

四半期純利益又は四半期純損失（△） (千円) △491,369 74,508

普通株主に帰属しない金額      （千円） ― ―

普通株式に係る四半期純利益金額 
又は四半期純損失金額（△）     (千円)

△491,369 74,508

普通株式の期中平均株式数(株) 2,552,116 2,552,110
 

(重要な後発事象)
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該当事項はありません。 

２ 【その他】

─ 20 ─



該当事項はありません。 

第二部 【提出会社の保証会社等の情報】
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平成26年２月14日

山下医科器械株式会社 

取締役会 御中 

  

  

  

  

当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている山
下医科器械株式会社の平成23年６月１日から平成24年５月31日までの連結会計年度の第３四半期連結会計期
間（平成23年12月１日から平成24年２月29日まで）及び第３四半期連結累計期間（平成23年６月１日から平
成24年２月29日まで）に係る訂正後の四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結
損益計算書、四半期連結包括利益計算書及び注記について四半期レビューを行った。 
  
四半期連結財務諸表に対する経営者の責任 
経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して

四半期連結財務諸表を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示の
ない四半期連結財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。 
  
監査人の責任 
当監査法人の責任は、当監査法人が実施した四半期レビューに基づいて、独立の立場から四半期連結財務

諸表に対する結論を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半
期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。 
四半期レビューにおいては、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実

施される質問、分析的手続その他の四半期レビュー手続が実施される。四半期レビュー手続は、我が国にお
いて一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実施される年度の財務諸表の監査に比べて限定され
た手続である。 
当監査法人は、結論の表明の基礎となる証拠を入手したと判断している。 

  
監査人の結論 
当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公

正妥当と認められる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、山下医科器械株式会社及び連結子会社の平
成24年２月29日現在の財政状態及び同日をもって終了する第３四半期連結累計期間の経営成績を適正に表示
していないと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。 
  
強調事項 
 追加情報に記載されているとおり、会社は、四半期連結財務諸表を訂正している。なお、当監査法人は、
訂正前の四半期連結財務諸表に対して平成24年４月13日に四半期レビュー報告書を提出した。 
  
利害関係 
会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。
  

以  上 
  

独立監査人の四半期レビュー報告書

有限責任 あずさ監査法人
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士  黒 木  賢 一 郎  印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    平 郡   真       印
 

指定有限責任社員
業務執行社員

公認会計士    植 木   豊       印
 

(注) １．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(四半期

報告書提出会社)が別途保管しております。

２．四半期連結財務諸表の範囲にはXBRLデータ自体は含まれていません。
 





【表紙】

【提出書類】 確認書

【根拠条文】 金融商品取引法第24条の４の８第１項

【提出先】 福岡財務支局長

【提出日】 平成26年２月14日

【会社名】 山下医科器械株式会社

【英訳名】 YAMASHITA MEDICAL INSTRUMENTS CO.,LTD.

【代表者の役職氏名】 代表取締役社長 山 下 尚 登

【最高財務責任者の役職氏名】 該当事項はありません。

【本店の所在の場所】 長崎県佐世保市湊町３番13号

【縦覧に供する場所】 山下医科器械株式会社福岡本社

（福岡県福岡市中央区渡辺通３丁目６番15号）

山下医科器械株式会社佐世保本社

（長崎県佐世保市湊町３番13号）

株式会社東京証券取引所

（東京都中央区日本橋兜町２番１号）

 



当社代表取締役社長山下尚登は、当社の第64期第３四半期(自 平成23年12月１日 至 平成24年２月

29日)の四半期報告書の訂正報告書の記載内容が金融商品取引法令に基づき適正に記載されていることを

確認いたしました。 

  

確認に当たり、特記すべき事項はありません。 

  

１ 【四半期報告書の記載内容の適正性に関する事項】

２ 【特記事項】
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